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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第17期

第３四半期累計期間
第18期

第３四半期累計期間
第17期

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成29年６月30日

自　平成29年10月１日
至　平成30年６月30日

自　平成28年10月１日
至　平成29年９月30日

売上高 (千円) 941,668 1,130,251 1,291,854

経常利益 (千円) 240,758 314,182 330,530

四半期(当期)純利益 (千円) 152,096 204,784 223,212

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 192,060 192,060 192,060

発行済株式総数 (株) 2,674,000 16,044,000 8,022,000

純資産額 (千円) 884,999 1,120,663 956,115

総資産額 (千円) 1,187,449 1,429,549 1,298,287

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 9.66 12.76 14.11

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 9.48 － 13.92

１株当たり配当額 （円） － － 5.00

自己資本比率 (％) 74.5 78.4 73.6
 

　

回次
第17期

第３四半期会計期間
第18期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.81 3.61
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、平成28年11月１日付で１株につき２株、平成29年８月１日付で１株につき３株及び平成30年４月

１日付で１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第17期の期首に当該株式分割が行われたと

仮定して、１株当たり四半期(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

を算定しております。

５．第18期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 
(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、好調な世界経済と政府による経済政策などを背景に、企業業績や

雇用及び所得環境の改善傾向が継続しており、景気は緩やかな回復を続けております。一方で、米国の保護主義的

な通商政策の動向に対する懸念により景気の先行きは依然として不透明な状況となっております。

当社を取り巻く環境におきましては、超高齢社会の到来に伴い、介護費、介護保険サービス利用者数及びサービ

ス提供事業者数は増加し、介護事業全体の底上げが続いております。平成27年度の介護保険制度改正では、地域包

括ケアシステムの構築と費用負担の公平化への対応の観点から、在宅医療・介護の連携推進を平成30年４月には全

ての市区町村で実施することが明記されるなど地域支援事業の充実が求められるとともに、介護事業者については

より効率的なサービスの提供が求められ、また、介護サービス利用者については、自己負担額の増加といった対応

が求められております。

このような状況のもと、当社は、医療・介護をつなぐ地域包括ケアを実現するシステムを提供していることか

ら、各省庁との共同プロジェクトに参加し、国の政策と同じ方向性をもつシステム開発会社となるよう努めるとと

もに、介護保険制度改正に対応する準備を整え、継続して適時にシステム改修を行い、システム利用者の負担軽減

により、ユーザーの利便性の向上を図っております。その結果、当社が総務省の「IoTサービス創出支援事業」の実

証実験を通じて「カナミッククラウドサービス」を基軸とした介護における各種データの活用連携を進めるととも

に、大手在宅医療グループで在宅医療の情報連携システムに「カナミッククラウドサービス」が採用されるなど、

医療・介護それぞれにおいて実績を残しております。また、「IoTサービス創出支援事業」の実証実験で得られた知

見を活かし、平成30年４月より遠隔医療に豊富な実績のある国立大学法人 旭川医科大学と「遠隔医療・介護のIoT

クラウド利用の地域包括ケア・グローバルモデル構築」を目的とした共同研究を開始しております。一方で、当社

システムのプラットフォーム化の一環として、コンテンツサービスの充実、人材データベースマッチングサービス

の稼働、サービス付き高齢者向け住宅におけるIoT連携など、他社との業務連携を進めてまいりました。

さらに、当社システムがプラットフォーム化に対応していくことに伴い取得される患者・要介護者等の情報を

ビッグデータとして解析し、国や自治体、保険会社等が必要としているエビデンスを見つけ出すＡＩサービス等の

展開を通じて医療・介護分野における地域連携をさらに推進させ、患者・要介護者、全ての医療・介護事業者にソ

リューションを提供するための研究活動も実施しております。

これらの結果、当第３四半期累計期間における業績は、売上高1,130,251千円（前年同期比188,583千円増、20.0%

増）、営業利益318,269千円（前年同期比77,242千円増、32.0%増）、経常利益314,182千円（前年同期比73,423千円

増、30.5%増）、四半期純利益204,784千円（前年同期比52,687千円増、34.6%増）となりました。

 
なお、当社の事業セグメントは、「第４　経理の状況　１　四半期財務諸表　注記事項(セグメント情報等)」に

記載のとおり、医療・介護分野における情報共有プラットフォームの構築を目的とする事業ならびにこれに付帯す

る業務の単一セグメント事業でありますが、サービス別に区分した売上高の概況は、次のとおりであります。
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①　カナミッククラウドサービス

カナミッククラウドサービスは、ストックビジネスをメインとしておりますので、既存顧客のストック部分

をベースとし、継続的な新規顧客の獲得を続けた結果、売上高は963,134千円（前年同期比138,995千円増、

16.9%増）となりました。

 
②　コンテンツサービス

コンテンツサービスにつきましては、大手介護事業者からの依頼によるホームページ構築業務や公益財団法

人介護労働安定センターを通じた介護事業社向けホームページの受託制作、運営・管理が安定した収益基盤と

なっており、また介護関連情報を提供するインターネット広告サービスも手がけることで、売上高は49,210千

円（前年同期比6,768千円増、15.9%増）となりました。

 
③　その他サービス

その他サービスにつきましては、大口顧客向けカスタマイズ開発やIoTサービス創出支援事業の受託などによ

り、売上高は117,905千円（前年同期比42,820千円増、57.0%増）となりました。

 
(2) 財政状態の分析

（資産の状況）

当第３四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ131,261千円増加し、1,429,549千円となりまし

た。これは、主に現金及び預金が84,620千円、ソフトウエアが79,233千円それぞれ増加する一方で、売掛金が

25,899千円、減価償却に伴い有形固定資産が13,956千円それぞれ減少したことによるものであります。

　

（負債の状況）

当第３四半期会計期間末における負債は、前事業年度末に比べ33,286千円減少し、308,886千円となりました。

これは、主に賞与引当金が12,000千円増加する一方で、未払法人税等が17,700千円、返済に伴い長期借入金が

12,006千円、未払金や前受金の減少によりその他流動負債が16,010千円それぞれ減少したことによるものでありま

す。

 

（純資産の状況）

当第３四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末に比べ164,548千円増加し、1,120,663千円となりまし

た。これは、主に四半期純利益の計上により利益剰余金が204,784千円増加する一方で、配当の実施により利益剰

余金が40,109千円減少したことによるものであります。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(4) 研究開発活動

当社は、在宅医療・看護・介護分野の連携を実現する情報ネットワーク基盤の強化を目的として研究開発を行っ

ております。研究開発活動の内容といたしましては、主に東京大学高齢社会総合研究機構との共同研究体制によ

り、在宅医療・看護・介護のシームレスな連携を実現するネットワークシステムにおける多職種間連携の機能強化

に関する研究を進めております。また、当第３四半期会計期間より国立大学法人 旭川医科大学との共同研究を開始

し、同大学との共同研究体制を通じてIoTクラウド利用の地域包括ケア・グローバルモデル構築を目的とした遠隔医

療・介護に関する研究を進めております。

このような研究開発活動の結果、当第３四半期累計期間における研究開発費は14,150千円となりました。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 52,800,000

計 52,800,000
 

　　　　　　　　

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,044,000 16,044,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数100株

計 16,044,000 16,044,000 ― ―
 

（注）平成30年７月18日をもって、当社株式は東京証券取引所マザーズ市場から東京証券取引所市場第一部へ市場変

更しております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年４月１日
（注）

8,022,000 16,044,000 ― 192,060 ― 132,060

 

（注）平成30年３月６日開催の取締役会決議により、平成30年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を

行っております。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   平成30年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 100
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,020,900
 

80,209 単元株式数100株

単元未満株式 普通株式 1,000
 

― ―

発行済株式総数 8,022,000　 ― ―

総株主の議決権 ― 80,209 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成30年６月30日現在

所有権者の氏名
又は氏名

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式の
割合（％）

株式会社カナミックネット
ワーク

東京都渋谷区恵比寿四丁目
20番３号

100 ― 100 0.0

計 ― 100 ― 100 0.0
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成30年４月１日から平成30年

６月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年10月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年９月30日)
当第３四半期会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 788,467 873,088

  売掛金 96,425 70,525

  仕掛品 7,745 4,188

  その他 36,542 48,539

  貸倒引当金 △1,524 △3,342

  流動資産合計 927,655 992,999

 固定資産   

  有形固定資産 52,324 38,367

  無形固定資産   

   ソフトウエア 259,843 339,076

   その他 76 76

   無形固定資産合計 259,919 339,153

  投資その他の資産   

   その他 58,645 59,285

   貸倒引当金 △256 △256

   投資その他の資産合計 58,388 59,029

  固定資産合計 370,632 436,550

 資産合計 1,298,287 1,429,549

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 6,004 6,124

  1年内返済予定の長期借入金 16,008 16,008

  未払法人税等 80,628 62,928

  賞与引当金 25,000 37,000

  資産除去債務 16,000 16,000

  その他 166,863 150,852

  流動負債合計 310,504 288,913

 固定負債   

  長期借入金 19,970 7,964

  資産除去債務 10,898 10,975

  その他 800 1,032

  固定負債合計 31,668 19,972

 負債合計 342,172 308,886

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 192,060 192,060

  資本剰余金 132,060 132,060

  利益剰余金 632,210 796,885

  自己株式 △214 △341

  株主資本合計 956,115 1,120,663

 純資産合計 956,115 1,120,663

負債純資産合計 1,298,287 1,429,549
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年10月１日
　至 平成30年６月30日)

売上高 941,668 1,130,251

売上原価 86,580 162,292

売上総利益 855,087 967,958

販売費及び一般管理費 614,060 649,689

営業利益 241,027 318,269

営業外収益   

 受取利息 3 3

 雑収入 30 －

 営業外収益合計 33 3

営業外費用   

 支払利息 228 91

 市場変更費用 － 4,000

 株式交付費 72 －

 その他 0 －

 営業外費用合計 301 4,091

経常利益 240,758 314,182

特別利益   

 固定資産売却益 2,220 －

 特別利益合計 2,220 －

税引前四半期純利益 242,979 314,182

法人税、住民税及び事業税 95,983 115,311

法人税等調整額 △5,100 △5,913

法人税等合計 90,882 109,397

四半期純利益 152,096 204,784
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累

計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　

 
前第３四半期累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成29年10月１日
　至　平成30年６月30日)

減価償却費 62,466千円 77,982千円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ．前第３四半期累計期間(自　平成28年10月１日　至　平成29年６月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年12月22日
定時株主総会

普通株式 35,610 30.00 平成28年９月30日 平成28年12月26日 利益剰余金
 

　

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ．当第３四半期累計期間(自　平成29年10月１日　至　平成30年６月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年12月22日
定時株主総会

普通株式 40,109 5.00 平成29年９月30日 平成29年12月25日 利益剰余金
 

　

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ．前第３四半期累計期間(自　平成28年10月１日　至　平成29年６月30日)

当社の事業セグメントは、医療・介護分野における情報共有プラットフォームの構築を目的とする事業

ならびにこれに付帯する業務の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ．当第３四半期累計期間(自　平成29年10月１日　至　平成30年６月30日)

当社の事業セグメントは、医療・介護分野における情報共有プラットフォームの構築を目的とする事業

ならびにこれに付帯する業務の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成29年10月１日
　至　平成30年６月30日)

(1)１株当たり四半期純利益金額 9円66銭 12円76銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 152,096 204,784

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 152,096 204,784

普通株式の期中平均株式数(株) 15,740,667 16,043,693

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 9円48銭 －

(算定上の基礎)   

四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数（株） 296,382 －

（うち新株予約権（株）） 296,382 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前事業年度末から重要な変動があったものの
概要

－ －

 

(注) １．当第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

２．当社は、平成28年11月１日付で１株につき２株、平成29年８月１日付で１株につき３株及び平成30年４

月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行

われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算

定しております。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年８月７日

株式会社カナミックネットワーク

取締役会  御中

　

有限責任　あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　木　　下　　　　　洋　　㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　平　　野　　　　　巌　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社カナ

ミックネットワークの平成29年10月１日から平成30年９月30日までの第18期事業年度の第３四半期会計期間(平成30年４

月１日から平成30年６月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年10月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カナミックネットワークの平成30年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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